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TSON（3456） 
2015/6 期は大幅な増収増益を達成、2016/6 期

も業績拡大見込む 

フィリップ証券株式会社 

 
TOKYO PRO Market | 住宅建設 | 業績レビュー  

BLOOMBERG 3456 JP | REUTERS 3456.T 

 愛知県を地盤に事業展開をする不動産・広告会社で、戸建て分譲住

宅販売が主力業務。 

 2015/6 期は、売上高が前期比 33.4％増の 11.85 億円、経常利益が同

14.6％増の 7,800 万円、当期純利益が同 29.4％増の 5,300 万円と、会

社計画を上回った。主力の分譲住宅事業が大幅な増収増益となった

ほか、広告企画事業が黒字回復した。 

 2016/6 期の会社計画は、売上高が前期比 19.0％増の 14.11 億円、経常

利益が同 43.9％増の 1.12 億円、当期純利益が同 37.9％増の 7,300 万

円である。 

 
What is the news? 

愛知県を地盤に事業展開する不動産・広告会社で、主力の戸建て分譲

住宅事業のほか、住宅に関わる広告企画事業やコンサルティング事業を

展開している。自社開発の住宅販売データ収集・分析システム「TSON マ

ーケティングシステム」に基づく住宅事業及び市場の動向に基づく広告

プロモーションを提案している。同社は、エリア毎に常時適正な供給数

を推定できるよう、実際の販売戸数や契約数、価格帯などをデータベー

ス化している。さらに、ウェブ調査会社を通じて、住宅購入動機、購入

決定理由、住宅の好み、家族構成などの情報と上記データベースを組み

合わせた情報が「TSON マーケティングシステム」である。 
 
How do we view this?  

2015/6 期のセグメント別業績は、主力の分譲住宅事業が売上高で前期

比 92.2％増の 7.52 億円、セグメント利益が同 74.6％増の 1.29 億円と大幅

な増収増益を達成した。「TSON マーケティングシステム」による的確な

市場分析と独自性の高い分譲住宅の開発が奏功し、収益を押し上げた。

広告企画事業は売上高で同 4.9％減の 3.83 億円となったものの、セグメ

ント利益は 608 万円の黒字（前期は 103 万円の赤字）に回復した。コン

サルティング事業は、同 23.5％減収、セグメント利益が同 34.9％減と振

るわなかった。 

2016/6 期の会社計画は、売上高が前期比 19.0％増の 14.11 億円、経常

利益が同 43.9％増の 1.12 億円、当期純利益が同 37.9％増の 7,300 万円で

ある。 
 

 

 

業績推移

事業年度 2013/6 2014/6 2015/6 2016/6F

売上高（百万円） 542 888 1,185 1,411

営業利益（百万円） 25 67 78 112

経常利益（百万円） 26 68 78 112

当期純利益（百万円） 16 41 53 73

EPS（円） 65.41 93.22 116.89 156.22

PER（倍） 7.80 5.47 4.36 -

BPS（円） 139.56 232.78 350.97 -

PBR（倍） 3.65 2.19 1.45 -

配当（円） 0.00 0.00 0.00 0.00

（※）2015/1/31に1：1000の株式分割を実施。

（出所：会社公表資料をもとにフィリップ証券作成、F=予想は会社計画）
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                    （出所:会社公表資料をもとにフィリップ証券作成）

TSONは、2008年に住宅関連に特化した広告代理店事
業を目的として設立され、現在では愛知県を地盤に展開

する不動産・広告会社である。自社で独自開発した住宅
販売データ収集・分析システム「TSONマーケティングシ

ステム」の活用により、戸建て分譲住宅事業や住宅に関

連した広告企画事業が主力業務となっている。戸建て分
譲住宅事業を展開するなかで、広告やコンサルティング

事業も行ってきた同社の強みは、トータルソリューション
力である。

事業セグメントは、①分譲住宅事業、②広告企画事

業、③コンサルティング事業の3つに分かれ、売上高の大
半を分譲住宅事業と広告企画事業で分け合っている。一

方、利益については、大半を分譲住宅事業から計上して
いる。
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「TSON マーケティングシステム」

の自社開発により分譲住宅事業

に参入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
独自開発のシステムに基づくト

ータルソリューション力が強み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■沿革～住宅関連に特化した広告代理店として事業を開始～ 
住宅関連に特化した広告代理店事業を目的に 2008 年に名古屋市で設立され

た。翌 2009 年、土地所有者に対し、資産活用を提案するコンサルティング事業を開

始したことで、住宅関連の消費者動向や住宅販売データ等が蓄積され、同データに

住宅購入者の購入動機などの情報を加えた住宅販売データ収集・分析システム

「TSONマーケティングシステム」を自社で開発。 

同マーケティングシステムの開発により、エリア毎に販売しやすい価格や家族構

成、競合他社の動向など調査することが可能となり、同社の主要顧客層である第一次

取得者の情報が把握できるようになった。この結果、2012 年より分譲戸建の企画に関

与することで、分譲住宅事業を開始することとなった。 
 

図表 1 「会社設立以降の歩み」 

 
  

 

■事業概要～独自開発の「TSON マーケティングシステム」が強み 
不動産・広告会社である同社の強みは、独自開発の住宅販売データ収集・分析シ

ステム「TSON マーケティングシステム」に基づく住宅事業の展開及び市場の動向に

基づく広告プロモーションと、トータルソリューションの提案ができることである。 

住宅業界では従来、国土交通省などが公表する建築着工統計調査などを基に、

地域ごとの住宅供給状況を把握することが一般的であった。しかるに、中古や新築の

分譲マンションなどでは存在する販売実数や価格帯など販売に関するデータが戸建

て住宅に関しては存在せず、エリアによっては供給過剰となり、在庫を抱えるなどの

状況も起きている。そうした状況を解決するため、同社は競合他社の販売数、契約

数、販売価格等をデータベース化し、エリア毎に適正な供給数を常時推定している。 

上記データベースに、ウェブ調査会社を通じた住宅取得者の購入動機、決定理

由、住宅の好み、家族構成などの情報を組み合わせたシステムが「TSON マーケティ

ングシステム」である。この独自開発システム「TSON マーケティングシステム」を活用し

て、分譲戸建ての商品企画（分譲住宅事業）、広告販促の提案（広告企画事業）、土

地所有者に対する資産活用提案（コンサルティング事業）を展開している。 
 

図表 2 「TSON マーケティングシステム」のイメージ図 

 

年  月 沿 革

平成20年8月 愛知県名古屋市中区に広告代理店事業を目的として株式会社トス企画を設立

同時に愛知県稲沢市に稲沢営業所を開設

平成21年9月 賃貸住宅「メゾネットパーク」（※1）を利用したコンサルティング事業を開始

平成21年10月 宅地建物取引業免許（愛知県知事（1）第21490号）を取得

平成22年9月 愛知県犬山市「入鹿の里」にてホテル運営事業を開始

平成24年11月 「TSONマーケティングシステム」（※2）に基づく分譲住宅事業を開始

平成25年9月 商号を株式会社TSONに変更

平成25年12月 「入鹿の里」ホテル運営事業を売却

平成26年7月 建設業許可（愛知県知事（般-26）第107176号）を取得

平成27年7月 愛知県名古屋市中村区に本社を移転
（※1）1・2階併用のメゾネット賃貸住宅。専用庭もありニューファミリー及び土地オーナーにも人気が高い

（※2）調査データに基づくターゲット層絞り込み、広告、新商品開発などマーケティング戦略のベースとなる仕組み

（出所：会社公表資料をもとにフィリップ証券作成）
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事業モデルは「BtoC」と「BtoB」 

 

 

 

 

 

 

ライフスタイル提案型の売電住

宅「楽住の家」 

 

 

 

 

データを活用し、いかに成約率を

高めるかがポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）分譲住宅事業 

分譲住宅事業は、「TSON マーケティングシステム」により用地情報を取得し、地域

（エリア）一帯の需給バランス、競合他社の動向、顧客層や建物嗜好などの販売デー

タから分譲事業の計画を立案し、同社で用地を取得し、建物の企画、販売までを一

貫して行う自社分譲住宅事業（BtoC サービス）と、用地情報を分譲事業会社に提供

し、建物の企画を立案するパートナー分譲住宅事業（BtoB サービス）の 2 つの事業

モデルを展開している。 

分譲用地の取得から販売までを一貫して行う一般的な分譲販売だけでなく、他社

を交えた分譲事業を行うことにより、取得用地ごとに最適なバリューチェーンを組み立

てることで、顧客が満足する物件や価格を実現している。家族の成長に合わせて自

由に間取りを変更できる「間取り自由の家」や、大容量の太陽光発電システムを採用

した売電住宅「楽住の家」などの企画商品と、これまで蓄積してきたマーケティングデ

ータを組み合わせ、次世代にふさわしい暮らしのスタイルを提案している。 

戸建分譲住宅業界は、分譲住宅の供給過多などから販売環境は厳しいが、同社

は強みである独自のマーケティングシステムを背景に、成約率を高めている。分譲住

宅事業においては、在庫を抱えるリスクを負うため、売り切ることができるかどうかが大

きなポイントとなるため、事業展開エリアの選定が重要となる。地盤の愛知県の展開エ

リア（特に北部、西部、尾張地区など）では、住宅購入者全体の約 3 割が戸建て住宅

を新規で購入する戸建て志向の強いエリアである。中心顧客層は 40代である。 

 

図表 3 売電住宅「楽住の家」のイメージ図 

 
 
 

図表 4 愛知県の新設住宅着工戸数の推移（月次ベース） 

 
 
 
 
 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2013/1 2013/6 2013/11 2014/4 2014/9 2015/2 2015/7

その他

貸家

分譲戸建

持家

（戸）
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（※）分譲マンションはその他に含まれる
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従来型のメディアと IT 系メディア

を融合した広告の企画・提案 

 

 

 

 

 

独自のシステムを活用したコン

サルティング・ビジネス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）広告企画事業 

広告企画事業は、ハウスメーカーの販売促進ツールとして、広告宣伝媒体の企

画・提案を行うなど、クライアントの住宅ビジネスをサポートする BtoB サービスを展開

している。チラシ・看板等の従来型のメディアと、ホームページや SNS 等の IT 系メディ

アを融合した広告の企画・提案を行うほかに、マスメディア（TV・ラジオ）を活用した販

売戦略や販売促進の提案などを行っている。 
 

（3）コンサルティング事業 

コンサルティング事業は、不動産事業会社を通じて顧客（土地オーナー）に対し

て、各社が提案する企画・商品を組成する BtoB サービスを展開している。「TSON マ

ーケティングシステム」による分析と、ファイナンシャルプランナーによる節税対策の提

案、賃貸物件の商品開発・企画立案など、不動産事業会社を通じて顧客（土地オー

ナー）に提案。特に、同社で企画した「メゾネットパーク（賃貸住宅）」は、収益物件とし

て資産価値の高い商品であり、主力商品として提案している。 
 

図表 5 メゾネットパークのイメージ図 

 
図表 6 「メゾネットパーク」の技術的な特徴 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

■一般的な界壁   ■メゾネットパークの界壁 

 

 

 

（出所：会社公表資料）
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■事業系統図 
（1）分譲住宅事業 

図表 7 自社分譲住宅事業 

 
 

図表 8 パートナー分譲住宅事業 

 
 

（2）広告企画事業 

図表 9 広告企画事業 

 
 

（出所：会社公表資料）

（出所：会社公表資料）

（出所：会社公表資料）
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独自開発システム駆使し大幅な

増収増益達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）コンサルティング事業 

図表 10 コンサルティング事業 

 
■業績動向 
（1）2015/6 期の実績 

2014/3 以降、前年同月の水準を下回る状況が続いていた愛知県の新設住宅着

工戸数は、2015/3 に前年同月比でプラスに転換、5 月は同 1.3％減となったものの、

2015/6-7の各月は同 20％超の大きな伸びを見せた。 

同社は、「TSON マーケティングシステム」」を駆使し、独自のマーケティング戦略を

ベースに分譲住宅事業への積極的な展開を開始し、事業領域見直しによる再編など

諸施策を講じた。その結果、2015/6 期の売上高が前期比 33.4％増の 11.85 億円、

経常利益が同 14.6％増の 7,800 万円、当期純利益が同 29.4％増の 5,300 万円とな

った。 

セグメント別には、広告企画事業が減収ながら黒字回復し、コンサルティング事業

は減収減益となったが、主力の分譲住宅事業が大幅な増収増益を達成し収益を押し

上げた。 
 

【セグメント業績の概要】 

① 分譲住宅事業 

「TSON マーケティングシステム」による競合他社の動向や顧客ニーズなどの分析

が奏功し、2015/6 期は売上高が前期比 92.2％増の 7.52 億円、セグメント利益が同

74.6％増の 1.29 億円と大幅な増収増益を達成。前事業年度から展開している売電

住宅の「楽住の家」は、大容量の太陽光発電システムを採用することで住宅ローンの

返済負担を軽減できることが広く受け入れられ、堅調な販売を維持した。また、分譲

住宅を愛知県北西部中心に継続的に供給したことが認知度向上につながったことも

寄与した。 
 

② 広告企画事業 

2015/6 期は独自の物件検索システム開発が奏功しインターネット関連の受注が増

加したものの、チラシなどの広告物が減少傾向にあることで、売上高は同 4.9％減の

3.83 億円となった。ただ、セグメント利益は 608 万円の黒字（前期は 103 万円の赤

字）に回復した。 
 

③ コンサルティング事業 

2015/6 期は、ひとつの土地でＷの収益（売電収益＋家賃収益）が得られる太陽光

発電パネル搭載の「パワーメゾネットパーク」の企画をはじめ幅広い不動産コンサル

ティングにおける様々なソリューションを提案してきたものの、消費税増税に伴う駆け

込み需要の反動減の影響もあり、売上高が同 23.5％減、セグメント利益が同 34.9％

減となった。 

 

 

 

（出所：会社公表資料）




TSON（3456） 

2015 年 9 月 15 日 
 

 

Page | 7  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅環境回復を背景に増収増

益へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 セグメント別収益の状況 

 
 

 
 

（1）2016/6 期の会社計画 

2016/6 期の会社計画は、売上高が前期比 19.0％増の 14.11 億円、経常利益が

同 43.9％増の 1.12 億円、当期純利益が同 37.9％増の 7,300万円である。 

2015/10 に予定されていた消費税 10％への増税が延期となったことや、省エネ住

宅ポイントや贈与税の非課税措置の拡充・延長などの施策によって住宅業界の環境

が緩やかな回復を見せる中、愛知県の世帯数と人口は増加が続いている。同社は独

自開発で強みの「TSON マーケティングシステム」を活用した事業展開により、今後も

収益拡大基調を維持できるか注目される。 
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付加価値向上、価格競争力強化

で課題に対応へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 愛知県の世帯数と人口の推移（年次ベース） 

 
 

■課題及び事業リスクについて 
住宅業界においては、政府による省エネ住宅ポイント等の市場活性化策による下

支えや、雇用・所得の改善傾向などを背景に新設住宅着工戸数にも回復の兆しが見

られてきた。同社は、経営理念である「変化に挑戦する」を掲げ、新しい価値の創造

に挑戦し、顧客ニーズに対応した高付加価値の商品づくりを積極的に推進していく

意向である。また、商品の精度、品質を高める一方、生産性の更なる向上を図り、ロ

ーコストオペレーションを実践することで、価格面においても顧客への還元が可能な

体制を確立し、以下の課題及びリスクに対応を進めていく。 
 

（1）課題 

①分譲用地の確保について 

今後の収益の柱として分譲住宅事業を推進しており、分譲用地の提供可能なパー

トナー企業をいかに増やしていくかが事業規模拡大の重要な課題。また、自社での

直接買い付けによる事業化も模索し、事業拡大を目指している。 
 

②TSONマーケティングシステムの活用について 

愛知県内の新規分譲住宅販売数、着工数、販売数、販売価格、購入者の属性な

どがエリア毎に把握できる、自社開発の「TSON マーケティングシステム」は、住宅関

連事業者だけでなく、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、病院、学習塾など

生活に関連する企業や、銀行・信用金庫などの金融機関向けにも活用可能な情報

であることから、今後は住宅関連事業者だけでなく、様々な業種・業態に対し情報提

供し事業拡大を図っていく意向。 
 

③人材の確保及び人材育成について 

限られた経営資源を活用し最大限の効果を挙げるために、優秀な人材を採用・教

育し、組織力を高めることが重要な課題と認識している。 
 

④事業資金確保について 

更なる事業拡大を見据え、資金調達手段を多様化することで、中長期的に安定し

た成長が可能な財務体質の強化を目指している。 
 

④ 販売体制の強化について 

2015/6 期において、東新住建株式会社、株式会社ブルーボックス、株式会社エイ

チティーピー及び株式会社ドリームプロジェクトに対する売上高合計が総売上高の

85.6％を占めており、独自の販売体制の確立、営業力の強化が喫緊の課題である。

このため、特定取引先に過度に依存しないよう、新規取引先の開拓に取り組んでい

る。 
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（2）事業等のリスク 

 ①特定の取引先との関係について 

事業展開にあたっては、特定の取引先からの指示や事前承認に基づいて行うの

ではなく、一般株主と利益相反が生じるおそれのない経営陣の判断のもと、独自に意

思決定して実行している。なお、特定の取引先との取引条件は、競合他社と同一のも

のであり、競合他社との公平な競争環境に置かれている。また、取引を実施した後

は、取締役会に報告することとしている。 
 

②新規エリアへの進出について 

事業の拡大に向け、愛知県周辺や将来的には関東など、綿密なマーケティング調

査に基づいた新規エリアへの進出を検討している。ただ、営業活動が計画どおり進

捗しなかった場合には、新規エリア進出に伴う人員の採用及び設備投資などの先行

投資費用が負担となり、業績に影響を与える可能性がある。 
 

③小規模組織であることについて 

2015/6/30 現在、取締役 4 名、監査役 1 名、従業員 8 名と小規模な組織であり、

会社の規模に応じた内部管理体制や業務執行体制となっている。今後の成長のた

めには、分譲住宅事業部、広告企画事業部、コンサルティング事業部、管理部の各

事業における優秀な人材の確保や内部管理体制の一層の充実が必要である。既存

従業員の育成とともに採用活動による人員増強を適宜行うことを予定しているが、人

材が適時かつ充分に確保できない場合には、業務執行や内部管理において必要と

なる人的・組織的対応が困難となる可能性がある。 
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